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基本構想段階から住民説明会を実施 1件 厚生労働省
市町村長との協議、地域住民意見の聴取による事業計画を
策定

農林水産省

事業計画の策定等に当たり、住民意見を積極的に反映 42件 農林水産省
国指定鳥獣保護区保全事業においては、構想段階から住民
説明会を開催し、事業の必要性、概要を説明している

2件 環境省

構想段階の計画策定プロセスにおける標準的な考え方を示す
ことにより、社会資本整備への多様な主体の参画と透明性・
公正性の確保を推進
平成20年4月に「公共事業の構想段階における計画策定プロ
セスガイドライン」を策定

国土交通省

河川事業の実施にあたり環境への配慮など住民参加による
合意形成手続きを施行

43件 国土交通省

河川整備計画における住民参加プロセスを推進 32件 国土交通省
道路事業において構想段階をはじめ、第三者機関や市民等と
の双方向コミュニケーションを推進

9件 国土交通省

「港湾の公共事業の構想段階における住民参加手続きガイド
ライン」により、港湾計画の構想段階における住民参加を推進

10港 国土交通省

一般空港の滑走路新設・延長に係る新規事業について、空港
計画の検討段階における住民等の参加手続の導入

1件 国土交通省

河川事業において地域のイベント等活用を図れるよう関係機
関、地域と連携した整備

1件 国土交通省

関係部局で協議・手続の迅速化・簡素化について検討すると
ともに、他省庁に関するものについては調整

84件 農林水産省

「河川・鉄道連絡調整会議」による調整 2件 国土交通省
改正建築基準法(平成19年6月20日施行)に基づき実施。従来
より検査の厳格化に伴い審査期間が長くなることを考慮し、迅
速な計画通知の手続き開始を実施を図る

7件 国土交通省

①②に該当しない取組 農業用水を利用した小水力発電の円滑な推進を図るため、発
電事業に係る法律及び各種情助成度等の関係省庁で構成す
る連絡会を開催

１件 農林水産省

事業再評価の厳格な実施 7件 内閣府
チェックリストにより、地区採択時の総合的な評価を厳格に行
い、事業地区を厳選

27件 農林水産省

事業を取り巻く情勢に変化を踏まえた「期中の評価」の実施 51件 農林水産省

事業の効果を確認する「完了後の評価」の実施 31件 農林水産省

新規事業採択時評価の実施 環境省
評価の客観性を向上させるため、学識経験者等を活用し、最
新の知見の蓄積状況を踏まえつつ、事業効果の貨幣換算を
検討する等、評価手法の高度化を行う
平成20年6月に「公共事業評価の費用便益分析に関する技術
指針（共通編）」を改定

国土交通省

新規事業採択時評価と再評価を厳格に実施し、事業箇所を厳
選する

新規事業採択時
評価　446件
再評価 3,632件

国土交通省

事業箇所の厳選による集中投資 2件 内閣府

工事箇所の集中化により主要施設の早期完成を促進する 38件 農林水産省
地域水産物供給基盤整備事業及び広域水産物供給基盤整
備事業による漁港の整備にあっては、水産物流通の拠点とな
る地区及び中核的に生産活動等が行われる地区に限り新規

農林水産省

浸水対策や地震対策等、緊急的に実施すべき箇所の選別、
重点投資による、事業便益の早期発現

国土交通省

新技術の活用による工期の短縮 25件 国土交通省
激特、床上対策、復緊、特構事業等の集中投資で出水被害の
軽減を図る

14件 国土交通省

河川事業において近接工事などにおける発注ロッドの見直し
による事業の効率化

7件 国土交通省

河川事業において事業計画の見直しに伴う重点化、効率化に
よる事業効果の早期発現

19件 国土交通省

人工リーフ・ヘッドランドの暫定断面施工 2件 国土交通省

航空事業において段階的整備による暫定機能の早期発現 国土交通省
空港整備事業において、輻輳する工事を同時期に施工するこ
とによる工事期間の短縮

6件 国土交通省

事業の完成時期を明示(目標宣言) 6件 内閣府
自然再生事業の着床具設置工事は、サンゴ産卵時期までに
着床具の設置が不可欠な事から、設置時期を明示している

2件 環境省

5年以内に供用を目指す効果の高い事業で、供用目標と年度
毎の進捗目標を公表し、その達成度を評価する「目標宣言プ
ロジェクト」を実施し、事業のスピードアップを図る

127件 国土交通省

事業採択時に事業期間を明示し、早期の事業効果発現を目
標に投資を重点化

4件 国土交通省

個別事業（滑走路延長事業など）について、期限、事業費など
の枠組を設けて投資を重点化

6件 国土交通省

前年度設計の実施 3件 内閣府

平成21年度改修工事の設計業務について実施 3件 警察庁

工事の実施する前年度までに関連する計画・設計を完了した 2件 財務省
エントランス整備、園地整備においては、工事実施の前年度
までに計画・設計を行っている

2件 環境省

前年度までに関連する計画・設計の完了 4件 環境省
事業完了後の事業の効果や環境への影響等の確認を行う事
後評価を厳格に実施し、同種事業の計画・調査のあり方等に
反映する
「国土交通省所管公共事業の完了後の事後評価実施要領」

国土交通省

事業完了後、一定期間（５年以内）経過した事業について、事
後評価を実施

85件 国土交通省

人命価値や環境への影響の定量的評価手法について検討を
行い、支払い意思額による生命の価値（精神的損失）および
CO2削減効果の貨幣原単位を設定し、Ｈ２０．６に「公共事業
評価の費用便益分析に関する技術指針（共通編）」に反映した

国土交通省

モデル事業において「用地取得マネジメント」の第一段階であ
る用地リスク調査（用地アセスメント（仮称））を実施し、用地取
得工程計画書を策定した

1件 内閣府

「用地取得マネジメント」の確立に向け、実際の事業箇所にお
いて用地アセスメントのモデル調査を実施し、その方法、効果
等について検証を実施

国土交通省

Ⅰ事業のスピー
ドアップ

【2】事業の重点
化・集中化

②関係部局で協議手続の内容の必要性、妥当性等
も含めて点検・検討し、迅速化・簡素化を推進すると
ともに、他省庁に関連するものについては迅速化・簡
素化に向けて調整を実施

①新規事業採択時評価と再評価・事後評価の厳格な
実施

【3】用地・補償
の円滑化

具体的取り組み内容 実施件数等項　　目 関係機関名

①事業ごとに事業プロセスの構想段階から住民等と
の合意形成手続を導入、推進

【１】合意形成・
協議・手続の改
善

③早期完成の必要性や効果が高い事業について完
成時期を明示

④工事の実施する前年度までに関連する計画・設計
の完了を目指す

①②③④に該当しない取組

①事業の計画段階から将来の供用までを見据えた
周到な準備を行い、必要となる施策を適時適切に講
じる「用地取得マネジメント（仮称）」等を実施すること
により、計画的な用地取得を実現

②事業箇所の厳選による集中投資や施工方法の工
夫等による事業効果の早期発現
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具体的取り組み内容 実施件数等項　　目 関係機関名

用地幅杭打設から３年または用地取得率が８０％になった時
のいずれか早い時期までに事業認定申請手続きに移行すべ
きというルールを周知徹底するとともに、用地取得の進捗状況
等についてホームページに掲載

国土交通省

各都道府県の連絡会議を活用するとともに公共事業の実施
予定地域において地籍調査を連携して実施する公共事業連
携調査により用地取得の円滑化を図る

5地区 国土交通省

計画段階から登記の状況、埋蔵文化財、補償物件等の土地
情報を把握して計画へ反映する等、円滑な事業実施を図る

47件 国土交通省

用地取得業務において被補償者の特定から補償金算定、用
地交渉までを有資格民間業者に発注し効率的な用地取得を

3件 内閣府

用地交渉業務について補償コンサルタント等の外部の専門家
の活用を促進するため、平成20年度に補償コンサルタント登
録規程を改正し、用地交渉業務等を行うことを専門とする「総
合補償部門」を創設

国土交通省

用地取得業務において弁護士を活用する方策について検討
を開始

国土交通省

①②に該当しない取組 現行の用地補償管理システムに対し、諸法改正に対応した改
良を行うことにより、より効率的な事務支援システムを構築

1件 内閣府

学識経験者等からなる性能規定化委員会を設置し、性能規定
化の具体的方策を検討

農林水産省

営繕事業に関する技術基準類の改定、策定を行う
（建築設備計画基準及び建築設備設計基準を改定、公共建
築標準仕様書のH21年度改定に向けた検討を実施）

国土交通省

技術基準類の性能規定化を行う 22件 国土交通省

港湾工事共通仕様書の改定 国土交通省
「空港土木工事共通仕様書」の改定
（関係基準類との整合を図った）

国土交通省

営繕事業の「統一基準」の運用 10件 内閣府
職員宿舎の，標準図を整備（23件）
保護室棟の標準図を整備(3件）

26件 法務省

統一基準の運用 71件 厚生労働省
公共土木工事積算連絡会議に参加し、情報交換を図りなが
ら、さらに基準の統一範囲を拡大

農林水産省

公共工事機械設備技術等各章連絡協議会において、積算基
準並びに機械設備労務者賃金の検討を行い、統一基準の制
定・改訂を行った

1件 農林水産省

営繕事業に関する技術基準を統一し、各省庁施設の整備に
おける合理的な設計を推進する

126件 国土交通省

濃縮・貯留設備を省略した脱水機の導入促進 国土交通省

河川技術情報の総合的・一元的管理体制の整備 2件 国土交通省

ポステン桁からプレテン桁へ設計見直し 1件 内閣府

ＰＣコンクリートの採用 1件 厚生労働省

プレハブ式下水処理場の促進 国土交通省

下水道施設における電気・機械設備工事の汎用化の促進 国土交通省
交通量の少ない箇所での橋梁架替工事において交通切り回
しのための仮設橋を２車線から１車線に変更

1件 内閣府

歩行者数の少ないトンネル内歩道の幅員を1.5mに縮小（構造
令2.0m以上）

1件 内閣府

海外建築大型工事において、設計や工事の各段階で海外資
機材の活用などを含め適切にコスト縮減に関する検討を推進

5件 外務省

営繕事業において地域の実情にあったより合理的な計画・設
計を推進するため、平成20年7月に官庁施設における雪冷房
システム計画指針を作成した

国土交通省

下水道未普及解消クィックプロジェクト社会実験の実施 国土交通省

下水道汚泥の広域化・共同化処理 国土交通省

河川構造物における河川構造令等の基準の弾力的運用 3件 国土交通省

２つのトンネルの電気室を１箇所に統合 1件 内閣府
松江刑務所総合管理棟等新営工事
未決収容棟・医務病舎・処遇管理棟を１棟に集約

1件 法務省

施設の複合化により効率的な整備を行う 1件 国土交通省
耐震性向上対策・既存施設のグリーン庁舎化など各事業を集
約し、効率的な実施を図る

2件 国土交通省

農林水産省発注工事において、入札時VE、契約後VE施行工
事を実施

1014件 農林水産省

設計の早期段階から、専門家の提案、アドバイスを得る設計
VEを実施

9件 農林水産省

ランニングコストを見据えた材料選定（外壁材を、３年毎に塗
装改修が必要な杉板ではなく、木目調セメント中空押出整形

1件 環境省

再生砕石を活用することにより、工事費を抑制した 1件 環境省
ワークショップ型設計ＶＥの導入
平成20年5月に「ワークショップ型設計ＶＥ導入マニュアル」を

国土交通省

営繕事業において設計ＶＥを推進する 9件 国土交通省

小型水門の開閉機に操作盤一体型を導入 32施設 国土交通省

ダム用放流設備の設計合理化を進め、コスト縮減を図る 3施設 国土交通省
揚・排水ポンプ設備の新技術の活用、また、揚排水機場のコ
ンパクト化により、コスト縮減を図る

5施設 国土交通省

設計の早期段階から設計ＶＥを行い、専門家の提案、アドバイ
スを得る仕組みを構築する

8件 国土交通省

航空保安用空調設備の汎用品採用の拡大と設計ＶＥの推進 58件 国土交通省
航空事業における土木工事において，インハウスVEを継続し
て実施

国土交通省
航空事業の建築工事における設計ＶＥを推進するとともに、過
去の設計VEの成果の活用を図る

9件 国土交通省

航空灯火等の特注品、改造品以外の単体検査の省略
(JIS等の該当規格に規定する試験成績書でもって確認）

国土交通省
航空灯火等の材料単価の見直しを毎年、実勢価格を参考に
行う

国土交通省
航空灯火等の国際規格を国内規格に取組を検討する
（IEC規格に準拠した標識灯仕様書を策定中）

国土交通省

航空保安施設（航空灯火施設等）の仕様書の見直しを行う
(LED光源の標識灯の仕様を策定中)

国土交通省

航空保安無線機器製造における汎用品の活用、単体検査の
省略及び仕様・共通化の促進

9件 国土交通省

①②③④⑤⑥に該当しない取組 トイレ改修工事の設計を見直し、既存排水管を存置する工法
を採用し、工期短縮・廃材の削減を図った

2件 財務省

他事業との連携した工事の実施 1件 内閣府
同一地域内における同一施工業者の施工
（契約にあたっては、競争性を損なわないように配慮）

1件 警察庁

①性能規定化・限界状態設計法への移行を推進

②各事業に関する技術基準の統一可能性を検討・推
進し、各事業の整備における合理的な設計を推進

⑤施設の多目的化、複合化による効率的な整備

⑥設計段階から維持管理段階までの幅広い分野の
技術者による設計VEを、設計の早期段階から推進

①他事業と連携した工事の実施

④地域の実情にあったより合理的な計画・設計を推
進するため、ローカルルールの設定等の技術基準の
弾力的運用を実施

③構造物のプレキャスト化を促進

【1】計画・設計
の見直し

【2】施工の見直
し

Ⅱ計画・設計・
施工の最適化

②用地取得業務で外部の専門家を幅広く活用
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具体的取り組み内容 実施件数等項　　目 関係機関名

他工事で撤去した天井を復旧せず、本工事での撤去経費を節
減した

1件 警察庁

他事業との連携による効率的工事の実施 127件 農林水産省

下水道工事を他事業と連携して実施 国土交通省
河川事業において関係機関、地元等との事業調整による計画
見直し

11件 国土交通省

砂防事業と治山事業におけるより一層の連携、効率的な事業
を実施する

1件 国土交通省

総合的な土砂管理を行うため、自然な土砂の流れを再生する
砂防事業を実施する

8件 国土交通省

海岸侵食対策として、他事業と連携して、堆積した土砂等を有
効活用する

8件 国土交通省

空港整備事業における事業者間連携による工事の実施 国土交通省

航空保安無線施設の更新周期を延伸 国土交通省

総合土砂管理を考慮し、透過型砂防堰堤を実施 2件 国土交通省

②積雪寒冷地における通年施工化技術の活用 雪寒仮囲い、防寒養生等の通年施工化技術の開発、推進 国土交通省

③関連工事の工程調整による仮設物の共用 土壌槽を保護する目的の雪囲いの設置 1件 環境省
管内市町村との調整により市町村事業への建設発生土の搬
出

49件 内閣府
国土交通省への支出委任工事から発生する建設副産物と自
営工事副産物を一箇所にまとめ売却準備を実施した

1件 警察庁

建設発生土情報交換システムの普及促進 農林水産省
各地方の建設副産物対策連絡協議会を通じた、関係機関同
士の連絡調整の緊密化
全整備局管内で協議会（幹事会）を開催（全国10箇所で平均2
回開催）

国土交通省

建設副産物や水産系副産物等の発生抑制・再生資源の利用
促進の徹底

42件 内閣府

電気改修で発生した照明器具及び電気配線を売却し国の収
入にした

1件 警察庁

発生材の処理等について、適切な措置を講ずる旨工事仕様
書に記載

6件 財務省

建物解体に伴うコンクリートがらを場内破砕して、舗装路床に
再利用

1件 厚生労働省

リサイクル材の活用の促進を実施 7件 農林水産省

現場発生材の有効利用 42件 農林水産省

貝殻等水産系副産物の再生利用の推進 農林水産省

発生部材の木道構造材としての活用 1件 環境省
営繕事業において分別解体の促進などによる最終処分低減
の検討

78件 国土交通省
建設副産物の発生抑制の推進
（「建設リサイクル推進計画２００８」を策定し,発生抑制につい
て取り組みを強化すべき点にも言及）

国土交通省

再使用・再生資材の利用促進
（Ｈ３より実施しているリサイクル原則化ルール（H18．6改訂）
の徹底）

再資源化率（平
成17年度）アス
ファルトコンク
リート塊98.6%、コ
ンクリート塊98.1%

国土交通省

建設発生土・建設汚泥処理土の総合的な有効利用の推進
（「建設発生土等の有効利用に関する行動計画」の着実な実
施の推進）

建設発生土の有
効利用率（平成
17年度）80.1%
建設汚泥の再資
源化・縮減率（平
成17年度）74.5%

国土交通省

建設汚泥の再生利用認定制度等の活用
（「建設汚泥の再生利用に関するガイドライン」等を広報し、廃
棄物処理法に基づく再生利用制度の活用を促進）

国土交通省

下水道工事における再生資源の積極的な活用 国土交通省

汚泥溶融炉や汚泥焼却炉等の資源化施設の整備促進 国土交通省

航空事業において建設リサイクル法の適正な運用推進 国土交通省
航空事業において特記仕様書にてリサイクル計画書の作成を
明記

国土交通省
事業主体が材料を提供し、農家や地域住民が労力を提供す
る農家・地域住民参加型直営施工方式を拡大

150件 農林水産省
工事実施段階における工事施工範囲の見直し（歩道路線見
直し）

1件 環境省
受発注者間の協議の迅速化による、施工の効率化（ワンデー
レスポンス）

27件 内閣府

総合定例会議における分科会の設置 1件 警察庁
現場打ち合わせ等の協議を頻繁かつ綿密に実施し、施工の
効率化を図った

6件 財務省

ワンデーレスポンスを実施し工事現場の施工への効率性を確
保している

4件 文部科学省

現場の課題に対して迅速な対応を行うワンデーレスポンスの
取り組み

38件 防衛省

発注者・設計者・施工者による三者会議を推進 4件 内閣府

総合定例会議において、分科会を設置し意図伝達を行った 1件 警察庁

発注者・設計者・施工者による三者会議を実施した 5件 財務省
発注者・設計者・施工業者を含めた総合定例会議を実施し設
計思想の効率的かつ着実な伝達手段を構築している

2件 文部科学省

設計思想の効率的な伝達のため発注者・設計者・施工者によ
る三者会議を実施

14件 農林水産省
設計者又は監理者、施工者及び発注者による三者会議の実
施

13件 防衛省
工事の施工プロセス全体を通じて工事実施状況等の確認を
行い、その結果を検査に反映させることによって、検査の充実
を図り、地方整備局が発注する工事における品質確保の取組

60件 国土交通省

出来高部分払いを効率的に推進するための課題を整理し、監
督検査基準等の見直しについて検討を行うともに、制度の周

国土交通省

港湾事業において出来高部分払方式による試行工事を実施 53件 国土交通省
港湾事業において出来高部分払方式の試行結果のフォロー
アップ

10件 国土交通省

設計・監理業務発注段階において、経験年数を指定 2件 警察庁
静岡県富士宮市の「富士教育訓練センター」において教育訓
練を実施

451件 厚生労働省

建設雇用改善助成金を支給。
建設教育訓練助成金
建設事業主団体雇用改善推進助成金
建設事業主雇用改善推進助成金

90,951人
178団体
1,677事業主

厚生労働省

③公共工事の品質確保を図るための施工プロセスを
通じた監督・検査や出来高部分払いの推進

④建設副産物等に関する関係機関との情報交換体
制の充実

⑤建設副産物や水産系副産物等の発生抑制・再生
資源の利用促進の徹底

【3】施工プロセ
スにおける効率
性の確保

④優良な技術者の確保・育成

①②③④⑤に該当しない取組

①受発注者間の協議の迅速化による、施工の効率
化

②設計思想の効率的な伝達のため発注者・設計者・
施工者による三者会議を推進
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具体的取り組み内容 実施件数等項　　目 関係機関名

建設産業人材確保・育成協議会（メンバー：国土交通省、厚生
労働省、文部科学省、農林水産省、建設産業関連団体等）に
よるキャンペーンの実施
→H20年度は5月～12月にかけて実施

9件 農林水産省

①②③④に該当しない取組 受注業者が決定した時点で、迅速に現場において現場説明、
設計の意図、目的を受注者へ説明を実施

7件 警察庁

第三者機関評価の活用や簡易評価の導入により、新技術の
活用促進に資する評価情報を円滑に蓄積する

330件 国土交通省

シールド工法や推進工法における新工法の採用 国土交通省

②ICチップを活用した検査の推進 非破壊・微破壊試験を活用した強度やかぶり等の測定を推進
することにより、土木構造物の品質管理の高度化を図る（平成
20年3月に「微破壊・非破壊試験によるコンクリート構造物の
強度測定要領（案）」及び「非破壊試験によるコンクリート構造
物中の配筋状態及びかぶり測定要領（案）」を作成）

国土交通省

官民連携新技術研究開発事業を継続実施 20件 農林水産省
政策課題に直結した課題を解決するため、実用的な意義の大
きい技術研究開発に対して助成を実施する
（政策課題解決型技術開発公募を平成20年度に創設）

1件 国土交通省

④地理空間情報プラットフォーム等のイノベーション
推進のための共通基盤の構築

共通基盤の構築を推進するために、基盤地図情報の整備、地
理空間情報の整備・更新・共用・流通等に関する基準やルー
ル等を定めたマニュアルの作成を行う。
（平成21年3月時点で、縮尺レベル25000で全国、縮尺レベル
2500で全国25県の一部地域において基盤地図情報を提供。
提供項目のうち標高については２月に10ｍメッシュ標高データ
の全国整備、提供を開始。また、地理空間情報に関するマ
ニュアル等については、全国３箇所のモデル地域で、具体的
なニーズを踏まえた地理空間情報の共用に関する実証検討

国土交通省

農業農村整備事業に関する新たな技術開発5ヵ年計画を策定
し、計画に基づき効率的に技術開発を促進

農林水産省

民間の新技術について審議し、現場に活用 2件 農林水産省
新技術活用支援施策として、有用な新技術に関する積算資料
等の整備をおこない、積算担当者に提供する

136技術 国土交通省

北海道ローカル版を支援施策として暫定積算資料、特記仕様
書記載例、施工管理基準等を整備し、積算担当者に配布する

26件 国土交通省

産学官の検討体制により推進戦略を策定し、積極的な導入普
及を推進する
（平成20年7月に「情報化施工推進戦略」を策定）

試験施工38件 国土交通省

ICTを導入した工事を実施する
（平成20年度に「国土交通省CALS/ECアクションプログラム
2008」を策定し、その中で位置づけている）

国土交通省

技術開発と工事の一体的調達等、公共調達を意識した制度
面での支援の強化を行う
(平成20年度は技術開発と工事の一体的調達の試行に向けた
検討を実施)

国土交通省

技術研究開発の実施にあたっては、産学官からなる委員会等
を設置した検討を実施

国土交通省

航空事業において個別の建設条件に応じたコスト縮減のため
の技術開発推進（新工法、新技術の導入を検討する）

国土交通省

航空事業において維持管理技術体系の検討（維持管理シス
テムの導入を推進する）

国土交通省

知的財産権を適正に活用するためのガイドラインを作成する 国土交通省

排出ガス対策型建設機械等の使用 137件 内閣府
排出ガス対策型建設機械等の現場における使用原則を推進
し、大気環境に与える負荷（NOｘ、PM）の低減を図る

10件 内閣府

特記仕様書に明記 1件 警察庁

特記仕様書に記載し，すべての工事に適用 35件 法務省

排出ガス対策型、低騒音･低燃費型建設機械等の普及を促進 957件 農林水産省
特記仕様書において、排出ガス対策型建設機械の使用を義
務づけ

農林水産省

排出ガス対策型建設機械を使用 57件 防衛省
排出ガス対策型建設機械等の直轄現場における使用原則を
推進し、大気環境に与える負荷（NOx、PM）の低減を図る
・オフロード法に基づく排出ガス基準適合車両の届出型式数、
483型式（H21.3累計）
・第３次排出ガス対策型建設機械の型式指定数、361型式
（H21.3現在）

国土交通省

特記仕様書に明記 2件 警察庁

間伐材等を有効活用した木製土木構造物の利用促進 2159件 農林水産省
建物の内壁について、外国産の合板から国産材のスギ合板
へ変更

1件 環境省

老朽した立ち入り防止柵の交換工事に国産材を利用した 2件 環境省
外壁仕上げを国産カラ松下見板張、内装仕上げを国産カラ松
合板張とした。ペレットストーブを設置して、国産ペレットを燃

1件 環境省

間伐材を利用した建材の使用、集成材の使用の促進を設計
図書こ明記

9件 防衛省

路上工事抑制のカレンダーを作成し、休日やイベント開催日
等の路上工事を抑制

1件 内閣府

交通誘導員等の適切な配置 5件 防衛省

工事期間中の交通渋滞による社会的影響を低減 33件 国土交通省

④公共工事におけるエネルギー使用の合理化・効率 水管理施設テレメーターに携帯回線及びIP電送回線を採用 7件 農林水産省
専門工事業者安全管理活動等促進事業において、型枠大工
工事業等6業種について危険・有害要因の特定及び危険度の
指標の作成を行うとともに、自律的安全衛生管理の促進のた
めの説明会等を実施

173件 厚生労働省

効率的かつ効果的な安全衛生管理等に資する労働安全衛生
に関する情報を提供するため、安全衛生情報センターからの
情報提供サービスを実施

21,786,356件 厚生労働省

事業者に対して効率的・効果的に安全管理を行うための労働
安全衛生マネジメントシステムの普及促進のための研修会を

221件 厚生労働省

周辺の景観等に配慮した施設計画の採用 2件 農林水産省

生態系に配慮した施設計画の採用 農林水産省
燃費基準値を用いた低燃費型建設機械指定制度の策定及び
直轄工事における優遇措置を設けるなど、積極利用を進め、
低燃費型建設機械への入れ替えを促し、建設工事における
CO2排出を抑制する（平成２０年度は、低燃費型建設機械を
指定する制度の創設に向けて、産官学による低燃費型建設
機械の指定条件となる燃費基準に関する検討を実施）

国土交通省

【5】社会的コスト
の低減

②国産材の利用を促進

①排出ガス対策型建設機械等の普及を促進

①新技術活用の数値目標の設定、新技術の事後評
価の徹底

【4】民間技術の
積極的な活用

①②③④に該当しない取組

③技術研究開発成果を実用化につなげるため、民間
に対する支援制度の充実

③工事期間中の交通渋滞による社会的影響を低減

①②③④に該当しない取組
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具体的取り組み内容 実施件数等項　　目 関係機関名

超微細散気装置（水処理）を導入し、維持管理におけるCO2排
出を抑制する

国土交通省

航空事業において直轄工事での積極利用を進め、低燃費型
建設機械への入れ替えを促し、建設工事におけるＣＯ2排出を

国土交通省

低騒音型建設機械使用時の特定建設作業届出免除装置が
適用できる指定機械の引き続き普及を進める
・低騒音型建設機械の型式指定数、4326型式（H21.3現在）

国土交通省

港湾事業において事故情報データベースにより情報共有を行
うとともに、事故情報を分析することで安全対策に反映

国土交通省

水中工事の無人化施工技術の開発を推進 国土交通省

作業船による架空送電線等接触防止対策の実施 国土交通省

港湾施設のライフサイクルマネジメントの確立に向けた技術開
発の推進

国土交通省

空港土木施設のＬＣＭ技術の開発に関する検討を推進する 国土交通省

沖縄地区鋼橋塗装マニュアル（案）の活用 6件 内閣府

コンクリート防食指針の改訂（平成19年7月指針改定） 国土交通省
新規に整備する公営住宅等における高耐久性基準の標準化
を行う
（平成20年4月に公営住宅等整備基準を改正し、高耐久性規

国土交通省

空港舗装における点検技術の高度化 国土交通省

非破壊検査技術等新技術を活用した維持管理を推進する 3件 国土交通省

鋼構造物腐食度調査装置の開発 国土交通省

CCTVを活用した、常時及び災害時の監視 4件 国土交通省

光ファイバーを活用した施設の遠隔操作、監視 4件 国土交通省
国家機関の建築物等の保全状況を把握する、保全業務支援
システム（BIMMS-N)の利用の促進を図る

内閣府

・電気通信施設の点検結果についてデータを蓄積
・ＣＣＴＶカメラについて、アセットマネジメント手法に関する技
術的検討を実施

国土交通省

国家機関の建築物等の保全状況を把握する、保全業務支援
システム（BIMMS-N）の利用の促進を図る
（関係法令の改正に伴う、保全業務支援システムの法定点検
管理機能の点検項目見直し）

国土交通省

土木機械設備の維持管理システムによる点検結果等のデー
タベース化

3地整 国土交通省

港湾施設の予防保全的な維持管理に係るデータベースの整
備を推進

国土交通省

空港舗装におけるアセットマネジメント手法の構築を検討 国土交通省
機器の詳細な点検記録等をデータベース化し、それらを活用
した精確な実力寿命判定を基に更新判定を行い、更新周期を

23件 国土交通省

健全度を評価するための指標を設定ランク付けを行う 6件 内閣府
河川用ゲート・ポンプ設備の劣化診断による健全度評価手法
の構築

4件 国土交通省

長寿命形高圧ナトリウムランプの採用によるコスト縮減 1件 内閣府
小便器洗浄システムにおいて、既存のシスタータンクによる間
欠洗浄を人感センサーによる逐次洗浄とした。
　このことにより、適切な洗浄水量を確保し、便器及び配管へ
の尿石等付着物の低減を計り、配管洗浄等にかかる維持管
理コストを削減すると共に長寿命化を推進した。

1件 警察庁

施設の機能診断に基づき、長寿命化のための予防保全対策
を実施

69件 農林水産省

水産物供給基盤機能保全事業を創設 農林水産省

海岸堤防等老朽化対策緊急事業を創設 農林水産省

下水道施設の長寿命化計画に基づく予防保全の推進 国土交通省
河川用ゲート・ポンプ設備における劣化診断結果に基づく整
備・更新等の実施

15件 国土交通省

河川構造物点検の計画的な推進（かわドック） 22件 国土交通省

道路橋・港湾施設の長寿命化計画に基づく予防保全の推進 国土交通省
公営住宅等に関する長寿命化のための維持管理・改善計画
の策定を推進する。（平成21年度予算において、長寿命化計
画の策定費を補助対象に追加した。また、平成26年度以降に
実施する公営住宅等ストック総合改善事業は長寿命化計画に
基づく事業に限ることとした）

国土交通省

①②③に該当しない取組 農業用水路の改修に表面処理工法を採用 14件 農林水産省

ボランティア・サポート・プログラムの活用 27件 内閣府

ﾎﾞﾗﾝﾃｲｱによる森林整備（植付け・間伐作業等） 122件 農林水産省

地域住民やボランティアの参加による維持管理 1件 環境省

地元山岳会による登山道の維持管理 1件 環境省

地域住民やボランティアの参加による維持管理の推進 1924件 国土交通省

地域の特性に応じた除草／路面清掃の回数見直し 3件 内閣府
簡易水洗方式で無放流、無電力、無水道を目的として、土壌
浄化方式を採用

1件 環境省

空港施設の維持管理回数等基準の見直しに係る検討をWGで
実施する

国土交通省

庁舎のグリーン化を推進する 内閣府
低コストかつ長寿命を考慮したメンテナンスを行い、維持管理
費の低減化を図る

5件 環境省

災害発生初動時の災害対策業務効率化に向け、岩手・宮城
内陸地震時の課題を抽出、対応策を検討

国土交通省

光ファイバー網と多重無線通信網とを統合したネットワークの
構築を推進

国土交通省

・H19年度に改訂した設置基準を元に、道路・トンネル照明の
効率化を推進
・LED照明について、既存技術を調査

国土交通省

庁舎のグリーン化を推進する 29件 国土交通省

河川・道路等機械設備の遠隔操作化、集中管理化、運転手法
の改善を図る

55件 国土交通省

官保有の建設機械の仕様や配備台数の見直しを行う 120機種 国土交通省

光ファイバー網の活用による下水道維持管理の効率化 国土交通省

既設堰堤や床固工、護岸等に腹付補強し有効利用 15件 国土交通省

河川用ゲート・ポンプ設備における社会への影響度等を加味
した整備・更新等の実施

4件 国土交通省

航空事業における既存ストックの有効活用 8件 国土交通省

電子入札の実施、入札情報を一元的に提供 162件 内閣府Ⅳ調達の最適

Ⅲ維持管理の
最適化

【2】戦略的な維
持管理

【1】民間技術の
積極的な活用

【1】電子調達の

【3】効率的な維
持管理

①②に該当しない取組

②健全度を評価するための指標を設定

①地域住民やボランティアの参加による維持管理の
推進

②公共施設等の管理水準について地域特性等に応
じた合理化や見直し

①②に該当しない取組

①既存施設等の長寿命化を重視した点検、補修、修
繕工法の開発を促進

②施設の長寿命化を図るための技術基準類の策定

③長寿命化に関する計画策定の推進

①点検結果等にかかるデータベースを整備

①電子入札の一層の実施・普及や各発注機関の入
札情報を 元的に提供
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具体的取り組み内容 実施件数等項　　目 関係機関名

電子入札（電子入札・改札システムを使用）の実施や入札情
報の電子的提供

12件 総務省

電子入札の実施（本省契約分） 19件 法務省
入札に関してはすべて電子入札により実施している。また、全
ての入札結果についてHPにより公表している

132件 財務省

入札参加者申込時において、紙入札参加者に対し、電子入札
の利用勧奨を行った

3件 財務省

電子入札を実施しており、講習会にて普及・啓発している。ま
た、国立大学法人等の入札情報を一元的に文部科学省の
ホームページにおいて公表している

文部科学省

厚生労働省ホームページにおいて入札情報を提供 62件 厚生労働省

競争入札において電子入札を導入 364件 厚生労働省

建設工事定期資格審査のインターネット一元受付機関に参加 22,541業者 厚生労働省
CALS推進連絡協議会において、各省庁における取り組み状
況について情報交換を実施

農林水産省

工事に係る発注の見通し情報、入札・契約情報、入札等広告
情報のインターネットによる情報サービスの提供

2234件 農林水産省

インターネットによる競争参加資格申請受付を実施 農林水産省

工事・業務の入札に電子入札を導入 2955件 農林水産省

入札説明書等のダウンロードサービスの実施 14件 防衛省
発注・落札情報提供等の効率化を実施する
（国土交通省直轄工事・業務は入札の過程、結果を公表）

国土交通省

電子納品の推進 85件 内閣府

成果物の電子納品推進 1件 警察庁
竣工図等の成果物に関し、電子納品とするよう仕様書に記載
している

5件 財務省

工事関係書類等については可能な限り電子媒体による対応
を実施しペーパレス化、省スペース化に配慮している

4件 文部科学省

工事完成図書の電子納品の実施 71件 厚生労働省

工事関係書類の電子データでの納品 1109件 農林水産省
工事関係書類等については、必要な成果物の電子納品を実
施

11件 防衛省
CALS/ECの構築、モデル事業を推進する
(平成20年度に「国土交通省CALS/ECアクションプログラム
2008」を策定し、情報共有を位置づけ)

国土交通省

営繕事業における工事に係る資料・成果品等の電子化 国土交通省
営繕事業においてCALS/ECの構築、モデル事業の実施
（官庁営繕事業に係る電子納品運用ガイドライン（案）等の改
訂に向けた検討を実施）

国土交通省

CI－NETを活用した電子商取引の推進
活用企業数
9,121社

国土交通省

港湾事業において工事帳票管理システムの運用 国土交通省

港湾事業において工事関係書類等の電子データでの納品 国土交通省

電子情報の共有化の推進 76件 内閣府

設計・施工・維持管理の各段階の統一化・電子化 91件 国土交通省
工事成績評定データベースを整備し、企業の評価に過去の工
事成績を適切に反映させる基準を策定

農林水産省

入札手続き等の電子化を推進する
（国土交通省直轄工事・業務は全て電子入札の対象として実

約34,800件 国土交通省
港湾事業において入札説明書等のダウンロードサービスの実
施

1882件 国土交通省

総合評価方式による調達 161件 内閣府

総合評価方式の地方公共団体等への普及促進 1件 内閣府

総合評価方式の採用 3件 法務省

総合評価落札方式の採用 15件 財務省

工事発注において、総合評価方式としている 4件 文部科学省

総合評価方式の実施 22件 厚生労働省

総合評価落札方式工事を拡大 1409件 農林水産省
水産庁発注請負工事については総合評価方式により全件実
施

3件 農林水産省

総合評価方式による調達 環境省

総合評価方式による発注 159件 防衛省
総合評価実施マニュアルの整備、改訂を実施する
（総合評価落札方式の改善方策等について、有識者委員会に
て検討しとりまとめた）

国土交通省

総合評価落札方式を原則とした工事の調達を実施 国土交通省
営繕事業における総合評価方式の地方公共団体等への普及
を図るため、マニュアルの作成等環境を整備
(平成19年１月に「公共建築工事総合評価落札方式適用マ
ニュアル・事例集（第１版）」を作成)

国土交通省

総合評価方式を導入しようとしている地方公共団体に対して、
国、都道府県等が実施するアドバイス及び地方公共団体が設
置する第三者機関の設置・運営の支援を行う
・技術者の派遣による支援（規定の制定、委員の選任等）
・検討のための事務経費の支援（規定の整備等に必要な経
費）
・学識経験者からの意見聴取に係る支援（第三者機関への委
員派遣等に係る経費）
・普及・啓発のための講習会、研修会等開催及び資料の作

地方公共団体
（市区町村）280
団体

国土交通省

詳細設計等の業務の調達において総合評価方式を導入する 約377件 国土交通省

加算方式の試行拡大、本格導入を検討する 20件 国土交通省
港湾事業において企業の技術力評価を高める質の高い公共
調達を推進
（専門工事審査型総合評価の試行）

4件 国土交通省

技術提案履行状況の確認 3件 法務省

工事成績の相互利用を導入し、工事成績の確認強化を図った 文部科学省

技術提案履行状況を、工事成績評定において反映する 22件 厚生労働省

技術提案の履行状況を工事成績評定に反映 農林水産省
設計施工一括発注（デザインビルト）方式の活用
(佐手橋架替工事)

1件 内閣府

在外公館施設についてＰＦＩ等民間資金・能力を活用する施設
整備及び管理の手法の導入を推進する。
ＰＦＩ事業（事業期間：２０年）として、１５％（５５４，０００千円（平
成１６年１２月時の現在価値による算出））のＶＦＭ（Value For
Money）があることを確認している（サービス対価（事業費）の
支払は平成１９年度より１８ヶ年にわたるもの）。

1件 外務省

①②③に該当しない取組

③建設工事の生産性の向上のため、設計段階と施
工段階及び施工段階と維持管理段階間の電子情報
の共有化の推進

化

【2】入札・契約
の見直し

推進 札情報を一元的に提供

②工事関係書類等について受発注者が電子媒体を
通じた情報共有や成果物の電子納品の推進

①国の発注工事において、原則総合評価方式による
調達を行うとともに、地方公共団体等への普及促進

③設計施工一括発注（デザインビルド）方式、PFI、
CM方式等の活用を推進

②技術提案履行状況の確認強化と受注者が誠実に
技術提案を履行する仕組みの構築と一層の定着
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具体的取り組み内容 実施件数等項　　目 関係機関名

設計施工一括発注方式の採用 5件 財務省
農林水産省発注工事において、設計施工一括発注方式の施
行工事を実施

16件 農林水産省

設計・施工一括発注（デザインビルド）方式等の実施 3件 防衛省

設計施工一括発注（デザインビルド）方式等の試行を拡大する 14件 国土交通省
平成20年3月の「官庁施設における耐震改修事業実施ガイド
ライン（案）」においてデザインビルド方式のマニュアルを作成

3件 国土交通省

設計施工一括発注（デザインビルド）方式等のマニュアルを
H21.3に作成

国土交通省

平成20年3月の「官庁施設における耐震改修事業実施ガイド
ライン（案）」においてデザインビルド方式のマニュアルを作成

国土交通省

ＰＦＩ方式の導入を推進する｡ 5件 国土交通省
契約プロセス及び契約書類の簡素化・標準化や、より効果的
なモニタリング手法等に関する参考書を作成する。
（平成20年6月に「国土交通省所管事業へのＰＦＩ活用に関する
発注担当者向け参考書」を公表

国土交通省

PFIを活用し、地球温暖化対策等のための下水汚泥等の循環
利用を推進する

国土交通省

CM方式の試行を拡大する 国土交通省

CM方式のマニュアル等の整備する（事例集を作成） 国土交通省

CORINS、PUBDISの企業実績・成績等の活用 内閣府
技術力等の適正な評価は、ＶＥ提案により適切に評価してい
る

文部科学省
総合評価方式において企業の技術力を評価項目として適切
に設定

農林水産省
CORINS・TECRIS等を活用した企業実績・成績等を共有・活用
できる仕組みを整備

国土交通省
営繕事業の工事成績を蓄積し、各省各庁との相互利用を推進
する

9省庁間 国土交通省
入札参加条件・総合評価の評価項目への工事成績の活用を
引き続き実施

国土交通省

建築設計等委託業務仕様成績評定の各省各庁との共有化 国土交通省
地方公共団体等の成績評定を活用した企業評価手法の検討
を行う

国土交通省
工事における規制改革工事へのISO9000sの活用を引き続き
実施

19件 国土交通省

国債工事の発注 4件 内閣府
大規模工事において、国庫債務負担行為を計画的に活用して
いる

文部科学省

国庫債務負担行為の活用 7件 厚生労働省
営繕事業において工事監理業務等への国庫債務負担行為の
活用

28件 国土交通省

⑥産業界や地方公共団体との連携協力による新た
な施設整備手法を導入

- - -

施工体制確認型総合評価方式の全面実施 10件 内閣府

平成20年4月に公共事業コスト構造改革について説明 1件 外務省

業務契約においてプロポーザル方式を拡大 340件 農林水産省

施工成績評定のデータベース化の実施 159件 防衛省

維持管理付き工事発注を試行的に実施 1件 国土交通省
現場の課題に対し迅速な対応を行うワンデーレスポンスの取
り組みを通じ、受注者と発注者が協力して適切に工程を管理
することにより、施工の効率化を進め、工事の早期完成を目

5000件 国土交通省

設計思想の効率的な伝達のため三者会議を推進する 2000件 国土交通省
設計ミスや施工不良等に関する情報を蓄積し、以後の計画や
工事等の発注時の条件設定、検査等の技術的判断を要する
場合に活用する仕組み（建設事故データベースの活用）

H20 登録件数
770件

国土交通省

設計における照査体制の見直しを図る
・第三者照査の試行を実施
・設計業務成果点検用チェックシートの活用について検討

国土交通省

施工プロセスチェックシートを用いた現場管理の実施 71件 国土交通省

港湾事業において段階検査の成績評定への反映 53件 国土交通省

港湾事業において3者連絡会の開催 53件 国土交通省
港湾事業において総価契約単価合意方式による試行工事を
実施

17件 国土交通省
港湾事業において総価契約単価合意方式の試行結果のフォ
ローアップ

国土交通省

施工体制確認型総合評価方式等の各種低価格入札対策制
度の拡充を検討する

国土交通省

調査・設計業務における低入札価格調査を推進する 国土交通省

登録基幹技能者の確保・育成の促進
登録基幹技能者
数　8,543名
(21職種28団体）

国土交通省

技能者や下請企業や技術者などの技術力を適正に評価する
ことで、技能者の育成、保全を推進するほか、下請工事の品
質を向上させる

国土交通省

ﾕﾆｯﾄﾌﾟﾗｲｽ型積算方式の適用 3件 内閣府
市場単価方式の適用工種の拡大
（建築：シーリング、機械設備：配管の保温）

文部科学省

吹付け工事の市場単価への移行 28件 厚生労働省
ユニットプライス型積算方式への転換に向けて、管水路工事
の一部について、施行工事を実施

12件 農林水産省

土木工事積算において、標準歩掛から市場単価へ移行。ま
た、既設工種について、適用区分等の統合を実施

農林水産省

ユニットプライス型積算方式の工種の拡大を図る 7工種で実施 国土交通省

業者見積活用方式の試行 1件 内閣府

業者より見積を徴収し予定価格を積算した 2件 警察庁

工事全体額の見積を３者の業者に依頼 18件 警察庁

予定価格の作成において見積を活用 19件 総務省
積算において見積りを採用することで、より市場価格に近い予
定価を算出した

3件 財務省

予定価格の作成において見積を活用 1件 環境省
主要資材について「数量」「時期」「場所」等を限定した見積公
募の実施

国土交通省

インターネットを利用した見積徴収の実施 550件 国土交通省

落札金額に係る工事内訳書の徴収 116件 財務省
新技術・新工法等を積算基準へ迅速に反映するための点検を
実施し、積算基準に反映

1件 農林水産省

市場単価方式の適用工種を拡大する｡ 国土交通省
電気通信関係の積算基準の見直しについて委員会において
検討の上、「標準積算基準書」を改訂

国土交通省

【3】積算の見直
し

①「ユニットプライス型積算方式」や市場単価方式の
適用工種の拡大

①②に該当しない取組

①②③④⑤⑥に該当しない取組

⑤国庫債務負担行為を計画的かつ積極的に活用

④企業の技術力等の適切な評価による受注機会の
改善

②予定価格の作成において見積を活用する方式の
拡大
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具体的取り組み内容 実施件数等項　　目 関係機関名

工事費内訳書の収集・分析による市場を反映した建築工事の
積算方式の検討

390件 国土交通省

現場実態調査による効率的な積算基準の見直しを図る 国土交通省

下水道工事の積算体系の統一及び積算基準の公開 国土交通省
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